
女性差別撤廃条約選択議定書の批准を速やかに求める意見書 

女性差別撤廃条約選択議定書は、女性差別撤廃の実効性を高めるために１９９９年

の国連総会で採択され、２０２３年現在、締約国１８９カ国中１１５カ国が批准して

いる。 

女性差別撤廃条約の締約国は「女性に対する差別を撤廃する政策をすべての適切な

手段により、かつ、遅滞なく追求することに合意」している。国連が定めた国際的な

基準の適用を積極的に国内で進めることが、締約国である日本政府の役割であること

は明らかである。２０１６年に日本の条約実施状況を審議した女性差別撤廃委員会を

はじめ、２０１７年に日本の人権状況の普遍的定期審査を行った国連人権理事会も、

女性差別撤廃条約選択議定書の批准を再度日本政府に勧告している。 

国会においては参議院で選択議定書の批准を求める請願が採択されており、２０２

０年１２月閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」の中で、「選択議定書に

ついては、諸課題の整理を含め、早期締結について真剣な検討を進める」と明記され

ている。 

よって、国においては、我が国の司法制度や立法政策との関連課題等が早急に解決

されるよう環境整備を進め、女性差別撤廃条約選択議定書を早期に批准するよう強く

要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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